
第116期定時株主総会招集ご通知

（証券コード：4631）

日　時

平成26年３月28日（金曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

場　所

東京都千代田区神田淡路町二丁目101番地
ワテラスタワー
当社　本社11階　会議室

郵送及びインターネットによる議決権行使期限

平成26年３月27日（木曜日）午後５時
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証券コード　4631
平成26年３月13日

株　主　各　位
（本店） 東京都板橋区坂下三丁目35番58号
（本社） 東京都千代田区神田淡路町二丁目101番地

代表取締役  中　西　義　之

第116期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第116期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご
通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット等）により議決権を行使
することができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」（41ページから47ページまで）
をご検討のうえ、「議決権行使についてのご案内」（３ページ及び４ページ）に従って、平成26年３月
27日（木曜日）午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記
日　　時

平成26年３月28日（金曜日）午前10時
※ 開催日が前回定時株主総会日（平成25年６月20日）に応当する日と離れておりますのは、第116期

（当期）より当社の事業年度の末日を３月31日から12月31日に変更したためであります。

場　　所
東京都千代田区神田淡路町二丁目101番地　ワテラスタワー

当社　本社11階　会議室
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目　的　事　項
報 告 事 項
　 １．第116期（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに
　　　 会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　 ２．  第116期（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
　 第１号議案　　剰余金の処分の件
　 第２号議案　　取締役８名選任の件
　 第３号議案　　補欠監査役１名選任の件

招集にあたっての決定事項
（1）   書面と電磁的方法により重複して議決権を行使された場合は、電磁的方法による議決権行使の内

容を有効として取り扱わせていただきます。
（2）   電磁的方法により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさ

せていただきます。
以　上

・  株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正内容をイ
ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.dic-global.com/ja/ir/stocks/meeting.html）
に掲載させていただきます。

インターネットによる開示について
以下の事項につきましては、法令及び当社定款第15条に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
① 連結計算書類の連結注記表　② 計算書類の個別注記表

IR情報 http://www.dic-global.com/ja/ir/stocks/meeting.html
なお、監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類は、本招集ご通知の添付書類
に記載したもののほか、当社ウェブサイトに掲載している連結注記表及び個別注記表を含んでお
ります。
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株主総会開催日時

平成26年３月28日（金）
午前10時

行使期限

平成26年３月27日（木）
午後５時到着

行使期限

平成26年3月27日（木）
午後５時まで

議決権の行使には以下の３つの方法がございます。

議決権行使書用紙を
会場受付に提出

各議案の賛否を
表示のうえ投函

議決権行使サイト
http://www.evote.jp/
にて各議案の賛否を入力

株主総会に
出席する場合1

2

3

議決権行使書用紙を
郵送する場合

インターネット等による
議決権行使の場合

（パソコン、スマートフォン
又は携帯電話）

機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームについて
　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、株式会社東京証券取
引所等により設立された株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申
し込まれた場合には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、以下のイン
ターネット等による議決権行使以外に、当該プラットフォームをご利用いただけます。

議決権行使についてのご案内
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議決権行使サイトにアクセス
http://www.evote.jp/

①「次の画面へ」をクリック

ログインする
②   お手元の議決権行使書用紙の右

下に記載された「ログインID」
及び「仮パスワード」を入力

③「ログイン」をクリック

パスワードのご登録（ご変更）
④   新しいパスワードを「新規パス

ワード入力欄」と「確認用パス
ワード入力欄」の両方に入力

⑤「送信」をクリック

　インターネット等により議決権を行使される場合は、パソコン、スマートフォン又は携帯電話から
当社の指定する議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスいただくことにより実施可
能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

インターネット等による議決権行使のご案内

ご注意事項

　携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービスをご利用ください。また、セキュ
リティ確保のため、暗号化通信（SSL通信）及び携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。
※「ｉモード」は株式会社NTTドコモ、「EZweb」はKDDI株式会社、「Yahoo!」は米国Yahoo!Inc.の商標又は登録商標です。

　インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウィルスソフトを設定されている場合、proxy
サーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金、電話料金等）は、株主様のご負担となり
ます。また、携帯電話をご利用の場合は、パケット通信料、その他携帯電話利用による料金が必要になりますが、これらの料
金も株主様のご負担となります。

■例：パソコンの場合
以
降
は
画
面
の
入
力
案
内
に
従
っ
て

賛
否
を
ご
入
力
く
だ
さ
い

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
0120－173－027（通話料無料）　　受付時間　９：00〜21：00

システム等に関する
お問い合せ

4

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書



　当社及び一部を除く国内子会社は、平成25年度より決算期を３月31日から12月31日に変更いたし
ました。従いまして、経過期間となる当期の状況に関しましては、一部を除き、海外子会社は平成25
年１月１日から12月31日までの12ヶ月間について、国内会社は平成25年４月１日から12月31日ま
での９ヶ月間について各々記載しております。なお、前期と比較する場合については、当期の連結対
象期間と同一の期間に調整した数値を前期実績として記載し、調整後の前期実績との対比による増減
比を記載しております。

１．企業集団の現況に関する事項
（1） 事業の経過及びその成果
　当期の当社グループを取り巻く事業環境については、米国経済の緩やかな回復傾向が継続する中、
欧州でも力強さには欠けるものの、景気持ち直しの兆候がみられました。また、新興国においても、
第２四半期以降、中国及びインドの成長減速に下げ止まりの兆しがみられました。国内においても、
アベノミクスによる円安や株高などを背景に、自動車産業、土木建築産業を中心に底堅く推移しまし
た。
　このような事業環境の中、当期の売上高は、国内における出荷の増加や円安の影響などにより7,056
億円と前期比12.8％の増収となりました。
　営業利益は、合理化効果や円安の影響などにより、402億円と前期比15.5％の増益となりました。
　経常利益は、371億円と前期比15.1％の増益となりました。
　当期純利益は、268億円と前期比51.6％の増益となりました。

当　期 前　期
（調整後）

前　　期　　比
（調整後）

為替影響排除後
売 上 高 7,056億円 6,254億円 ＋12.8％ ＋0.1％
営 業 利 益 402 348 ＋15.5％ ＋5.6％
経 常 利 益 371 322 ＋15.1％ ─
当 期 純 利 益 268 177 ＋51.6％ ─

（注）  当期の決算にあたり、海外関係会社の現地通貨建て業績を円貨に換算するための主な為替レート（期中平均：平成25年１月～12月）は、
97.06円／米ドル（前期：79.93円／米ドル）を適用しております。なお、前期実績については、当期の連結対象期間に調整した数値を記
載しております。
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　以下にセグメント別業績をご報告申し上げます。
（単位：億円）

セ グ メ ン ト

売　　上　　高 営　業　利　益

当　期 前　期
（調整後）

前　期　比
（調整後）

当　期 前　期
（調整後）

前　期　比
（調整後）

為替影響
排除後

為替影響
排除後

プリンティングインキ 3,736 3,339 ＋11.9％ △4.5％ 184 149 ＋23.8％ ＋10.7％
ファインケミカル 1,169 965 ＋21.1％ ＋6.0％ 114 103 ＋10.7％ ＋1.2％
ポ リ マ 1,412 1,238 ＋14.0％ ＋7.9％ 92 98 △5.7％ △10.0％
アプリケーションマテリアルズ 1,052 1,026 ＋2.5％ △3.1％ 61 40 ＋52.4％ ＋39.2％
そ の 他 23 28 △17.9％ △26.5％ △14 △10 赤字増 赤字増
消 去 又 は 全 社 △336 △342 ─ ─ △35 △32 ─ ─

計 7,056 6,254 ＋12.8％ ＋0.1％ 402 348 ＋15.5％ ＋5.6％
（注）  平成25年４月１日より、中期経営計画「DIC105」の開始に伴い、セグメントを変更しております。なお、前期実績については、変更後の

セグメントに組み替えたうえ、当期の連結対象期間に調整した数値を記載しております。

　各セグメントの業績は次のとおりです。前期比の（　）内の数値は、為替換算の影響を排除した増
減比を表しております。なお、プリンティングインキセグメントの地域毎の業績にはセグメント内の
地域間取引が含まれており、その合計金額は上記の業績数値と一致いたしません。
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　グラビアインキは、需要が堅調に推移し、増収となりました。オフセットインキ及び新聞インキは、従前から
の需要減少傾向が継続していることから減収となりました。以上の結果、全体としては、前期並となりました。
　営業利益は、上記の売上状況などにより、減益となりました。

プリンティングインキ

日　本

売上高
構成比
50.7％50.7％

売 上 高 662億円
前期比　△1.5％

営業利益 49億円
前期比　△7.6％

3,339
672

2,186

595

3,736
662

2,549

682
第115期
（調整後）

第116期

149

53

40

55

184

49

72

63

第115期
（調整後）

第116期

●売上高 ●営業利益
（億円） （億円）

■■日本
■■米州・欧州
　　アジア・オセアニア

売 上 高 3,736億円
前期比　＋11.9％（△4.5％）

営業利益 184億円
前期比　＋23.8％（＋10.7％）
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　中国では、グラビアインキが好調に推移しましたが、景気減速の影響などによりオフセットインキ及び新聞イ
ンキが落ち込み、減収となりました。東南アジアでは、全品目が堅調に推移し、増収となりました。オセアニア
では、オフセットインキが好調でしたが、新聞インキが落ち込んだことなどにより、前期並にとどまりました。
インドでは、景気減速の影響により、主にオフセットインキとグラビアインキが苦戦を強いられ、減収となりま
した。以上の結果、全体としては、現地通貨ベースでは減収となりましたが、円安の影響により、増収となりま
した。
　営業利益は、同様に現地通貨ベースでは減益となりましたが、円安の影響により、増益となりました。

　北米・欧州においては、パッケージ用インキが堅調に推移しましたが、雑誌や新聞の発行部数の減少などによ
り、出版インキと新聞インキが落ち込み、減収となりました。中南米においては、主力のパッケージ用インキが
低調で、前期並にとどまりました。以上の結果、全体としては、現地通貨ベースでは減収となりましたが、円安
の影響により、増収となりました。
　営業利益は、継続的な合理化や品目構成の改善などが奏功し、大幅な増益となりました。

アジア・オセアニア

米州・欧州 売 上 高 2,549億円
前期比　＋16.6％（△4.4％）

営業利益 72億円
前期比　＋80.6％（＋50.3％）

売 上 高 682億円
前期比　＋14.5％（△2.5％）

営業利益 63億円
前期比　＋14.8％（△2.6％）
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　国内では、塗料用樹脂及びエポキシ樹脂が、主に土木・建築向けで好調に推
移し、また、ポリスチレンは拡販が奏功し、各々増収となりました。不飽和ポ
リエステルは、国内関連会社が10月から連結対象になったことにより増収と
なりました。海外では、主に中国及び東南アジア子会社の健闘などにより、増
収となりました。以上の結果、全体としても増収となりました。
　営業利益は、品目構成の悪化などにより、減益となりました。

ポリマ

1,238
1,412 98 92

第115期
（調整後）

第116期 第115期
（調整後）

第116期

●売上高
（億円）（億円）

●営業利益
売 上 高 1,412億円

前期比　＋14.0％（＋7.9％）
営業利益 92億円

前期比　△5.7％（△10.0％）

売上高
構成比

19.2％19.2％

　有機顔料は、国内ではインキ用、塗料・プラスチック用やカラーフィルター
用が、欧米では塗料・プラスチック用やインキ用が各々好調に推移し、国内外
で増収となりました。TFT液晶は、新規ユーザーへの出荷が大きく伸びたもの
の、既存ユーザーへの出荷が減少したことなどにより、若干の減収となりまし
た。以上の結果、全体としては増収となりました。
　営業利益は、上記の売上状況などにより、増益となりました。

ファインケミカル売上高
構成比

15.9％15.9％

965

1,169
103

114

第115期
（調整後）

第116期 第115期
（調整後）

第116期

●売上高
（億円）（億円）

●営業利益
売 上 高 1,169億円

前期比　＋21.1％ （＋6.0％）
営業利益 114億円
前期比　＋10.7％ （＋1.2％）
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　機能性光学材料は需要減少の影響を受けて落ち込みましたが、PPSコンパウ
ンドは自動車関連需要が好調に推移したこと、工業用粘着テープは主にスマー
トフォン向けに出荷が拡大したこと、インクジェットインキはシェアが拡大し
たことなどから、各々増収となりました。以上の結果、円安の影響もあり全体
としては増収となりました。
　営業利益は、品目構成の改善などにより、増益となりました。

アプリケーションマテリアルズ

1,026 1,052

40

61

第115期
（調整後）

第116期 第115期
（調整後）

第116期

●売上高
（億円）（億円）

●営業利益
売 上 高 1,052億円

前期比　＋2.5％（△3.1％）
営業利益 61億円

前期比　＋52.4％（＋39.2％）

売上高
構成比

14.3％14.3％
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（2） 資金調達等についての状況

 1） 資金調達
    　当社グループは、健全な財務基盤の構築を目指して、有利子負債の削減を進めております。
    　当期におきましては、経常的な資金調達、絵画の譲渡等により得られた資金を設備投資、その他

の事業運営資金に充当するとともに、有利子負債の削減に充当いたしました。
    　この結果、当期末の有利子負債残高は、2,991億円（リース債務含む）となり、前期末と比べて

165億円減少いたしました。

0

4,500

4,000

3,500

3,000

4,134

第109期

3,930

第110期

3,871

第111期

3,777

第112期

3,376

第113期

3,285

第114期

3,156

第115期

2,991

第116期

■有利子負債残高推移 （億円）

 2） 設備投資
    　当社グループは、長期的に成長が期待できる製品分野及び研究開発分野に重点を置き、併せて省

力化、合理化、保全及び環境安全関連の投資を行っております。
    　当期における設備投資の総額は271億円となりました。セグメントごとの主な設備新設・増設等

は次のとおりであります。
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プ リ ン テ ィ ン グ イ ン キ ロシア
中国

グラビアインキ製造工場の新設
グラビアインキ製造工場の新設

フ ァ イ ン ケ ミ カ ル インドネシア
中国

顔料製造工場の増設
液晶製造工場の新設

ポ リ マ 日本
中国

合成樹脂製造工場の増設
合成樹脂製造工場の増設

アプリケーションマテリアルズ 日本
オーストリア

PPSポリマ製造工場の増設
PPSコンパウンド製造工場の新設

そ の 他 及 び 全 社 日本 新基幹システム開発

PPSポリマ製造工場（日本）液晶製造工場（中国）
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（3） サステナビリティ（持続可能性）に向けた取り組み

　当社グループは、平成19年度よりCSR（企業の社会的責任）を取り入れた経営を行っております。
昨今、“地球環境・生態系・社会経済システムなどに配慮し、持続的に発展すべき（サステナビリ
ティ）”との認識が急速に高まっており、当社グループはこの認識に基づいた取り組みを進めており
ます。平成26年度からは、取り組みの方向性を明確にし、グローバルな事業活動に相応しいものに位
置付けるため、名称を“CSR”から“サステナビリティ”に変更し、活動を行っていくことにいたし
ました。
　当社グループでは、1）安全と健康の確保、2）公正な事業慣行・人権と多様性の尊重、3）環境と
の調和・環境保全、4）リスクマネジメント、5）イノベーションによる社会的価値の創出を強く意識
した事業活動を推進しております。当社グループは、この取り組みをたゆまず継続していくことで、

“社会・地球環境のサステナビリティ”に貢献するとともに、自身のサステナビリティを実現し、ス
テークホルダーの皆様から信頼される企業であり続けたいと願っております。
　具体的なサステナビリティ・テーマは、次のとおりであります。

社会課題のビジネス展開
新技術と価値の創造
社会との共生・社会貢献
ステークホルダーとのコミュニケーション

独自性を発揮する
テーマ

基幹～差別化
テーマ

基幹的な
テーマ

安全・環境・健康および品質
人材マネジメント
サプライチェーン展開

コンプライアンス
リスクマネジメント（BCM等）
情報セキュリティ
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778,964 734,276 703,781 705,647 37,152 34,960
38,484 40,181

15,761
18,158 19,064

26,771

第113期 第114期 第115期 第116期 第113期 第114期 第115期 第116期 第113期 第114期 第115期 第116期

17.60 19.79 20.80

29.23

4.8 4.8
5.5 5.7

■売上高 （百万円） ■営業利益・営業利益率 （百万円／％） ■当期純利益・１株当たり当期純利益 （百万円／円）

区　　　分 第113期
平成23年３月期

第114期
平成24年３月期

第115期
平成25年３月期

第116期（当期）
平成25年12月期

売 上 高 （百万円） 778,964 734,276 703,781 705,647
営 業 利 益 （百万円） 37,152 34,960 38,484 40,181
営 業 利 益 率 （％） 4.8 4.8 5.5 5.7
経 常 利 益 （百万円） 31,701 30,802 35,137 37,123
当 期 純 利 益 （百万円） 15,761 18,158 19,064 26,771
１株当たり当期純利益 （円） 17.60 19.79 20.80 29.23
純 資 産 （百万円） 130,379 124,496 160,731 218,947
総 資 産 （百万円） 703,760 675,067 692,991 761,690

（注）  当期の連結対象期間は、一部を除き、海外子会社は平成25年１月１日から12月31日までの12ヶ月間、国内会社は平成25年４月１日から
12月31日までの９ヶ月間となっております。

（4） 直前３事業年度の財産及び損益の状況

　当社グループの営業成績及び財産の状況の推移は、次のとおりであります。
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（5） 対処すべき課題

－次代を見据え、果敢に踏み出す－
2013－2015 中期経営計画

　当社グループは経営ビジョン“Color ＆ Comfort by Chemistry”の実現に向け、中期経営計画
「DIC105」で掲げた方針をベースに、将来を見据えた「事業ドメイン」に経営資源を集中することを
通して、社会的要請・市場環境の変遷に対応しつつサステナビリティを重視した経営を行い、以下の
施策を推進して参ります。

１．生産能力最適化を軸とする欧米インキ事業の再構築
２．成長牽引事業（TFT液晶、カラーフィルター用顔料、PPS）の拡大
３．  当社の得意とする有機材料技術に、無機材料を組み合わせる“HYBRID CHEMICALS”をキー

ワードとする次世代事業の創出

　（以下、特に断りのない限り、平成25年12月31日現在の状況を表しております）
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（6） 主要な事業セグメント

　当社グループは、中期経営計画「DIC105」の開始に伴い、平成25年４月１日付けでセグメントを
変更いたしました。下表は、変更後のセグメント名称及び区分によって記載しております。

セグメント 製 品 本 部 主要製商品

プリンティングインキ プ リ ン テ ィ ン グ イ ン キ

オフセットインキ、グラビアインキ、フ
レキソインキ、製缶塗料、新聞インキ、
包材用接着剤、印刷用プレート、印刷関
連消耗材

フ ァ イ ン ケ ミ カ ル フ ァ イ ン ケ ミ カ ル

インキ用顔料、塗料・プラスチック用顔
料、カラーフィルター用顔料、TFT液晶、
STN液晶、アルキルフェノール、金属石
鹸、硫化油

ポ リ マ ジ ェ ネ ラ ル ポ リ マ
ス ペ シ ャ リ テ ィ ポ リ マ

インキ・塗料用、成形用、接着用、繊維
加工用の各種合成樹脂（ウレタン、エポ
キシ、ポリスチレン、ポリエステル、ア
クリル、フェノール、改質剤）、製紙用
薬品

アプリケーションマテリアルズ

リ キ ッ ド コ ン パ ウ ン ド 光ディスク用保護コート剤・接着剤、イ
ンクジェットインキ、建材塗料

ソ リ ッ ド コ ン パ ウ ン ド
樹脂着色剤、PPSコンパウンド、機能性光
学材料、機能性コンパウンド、多層フィ
ルム、トナー

プ ロ セ ス ト プ ロ ダ ク ツ

化粧板、住宅内装建材、工業用粘着テー
プ、ラベル、ステッカー、印刷用粘着
フィルム、特殊磁気テープ、パレット、
コンテナー、中空糸膜、中空糸膜モ
ジュール、浴室部材、人造大理石、シー
ト・モールディング・コンパウンド
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（7） 主要拠点等
 1） 主要な営業所及び工場
  　①当社
  　　　本社
  　　　　東京都千代田区神田淡路町二丁目101番地
  　　　支店
  　　　　大 阪 支 店（大阪府）　　名古屋支店（愛知県）
  　　　工場・研究所
  　　　　東 京 工 場（東京都）　　千 葉 工 場（千葉県）　　北 陸 工 場（石川県）
  　　　　堺　工　場（大阪府）　　鹿 島 工 場（茨城県）　　四日市工場（三重県）
  　　　　滋 賀 工 場（滋賀県）　　小 牧 工 場（愛知県）　　埼 玉 工 場（埼玉県）
  　　　　館 林 工 場（群馬県）　　総合研究所（千葉県）

アジア
57社

日本
34社

欧州
52社

アフリカ
５社 オセアニア

２社

北米
15社

中南米
12社

■グローバルネットワーク
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  　②子会社及び関連会社
  　　　プリンティングインキ（106社）
  　　　 　DICグラフィックス株式会社（東京都）
  　　　 　Sun Chemical Group Coöperatief U.A.（オランダ）
  　　　 　南通迪愛生色料有限公司（中国）
  　　　 　DIC India Ltd.（インド）
  　　　 　DIC Australia Pty Ltd.（オーストラリア）
  　　　 　DIC (Malaysia) Sdn. Bhd.（マレーシア）
  　　　 　上海DIC油墨有限公司（中国） 他99社
  　　　ファインケミカル（７社）
  　　　 　連雲港迪愛生色料有限公司（中国） 他６社
  　　　ポリマ（24社）
  　　　 　星光PMC株式会社（東京都）
  　　　 　ディーエイチ・マテリアル株式会社（東京都）
  　　　 　DIC北日本ポリマ株式会社（宮城県）
  　　　 　DIC九州ポリマ株式会社（大分県）
  　　　 　Siam Chemical Industry Co., Ltd.（タイ）
  　　　 　常州華日新材有限公司（中国）
  　　　 　迪愛生合成樹脂（中山）有限公司（中国）
  　　　 　張家港迪愛生化工有限公司（中国）
  　　　 　DIC Performance Resins GmbH（オーストリア） 他15社
  　　　アプリケーションマテリアルズ（24社）
  　　　 　DIC EP株式会社（千葉県）
  　　　 　DICプラスチック株式会社（埼玉県）
  　　　 　DIC化工株式会社（滋賀県）
  　　　 　DICフィルテック株式会社（埼玉県）
  　　　 　株式会社不二レーベル（埼玉県）
  　　　 　DIC Compounds (Malaysia) Sdn. Bhd.（マレーシア）
  　　　 　上海迪愛生膠粘材料有限公司（中国） 他17社
  　　　その他（15社）
  　　　 　DIC Asia Pacific Pte Ltd（シンガポール）
  　　　 　迪愛生投資有限公司（中国）
  　　　 　青島迪愛生精細化学有限公司（中国） 他12社
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 2） 従業員の状況
セ　グ　メ　ン　ト 従業員数（人）

プ リ ン テ ィ ン グ イ ン キ 10,905
フ ァ イ ン ケ ミ カ ル 2,034
ポ リ マ 2,852
アプリケーションマテリアルズ 2,374
そ の 他 619
全 　 　 　 社 （ 共 通 ） 1,250

合　　　　　　計 20,034

21,572

5,728

9,509

6,335

20,455

5,841

8,636

5,978

20,273

5,695

8,677

5,901

20,034

6,066

8,311

5,657

第113期 第114期 第115期 第116期

■従業員の推移 （人）

■■日本
■■米州・欧州
　　アジア・オセアニア
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（8） 重要な子会社及び関連会社の状況

会　社　名 所在地 資本金 出資比率 主要な事業内容
Sun Chemical Group
Coöperatief U.A. オランダ 1,501,852

千ユーロ
100.0％ サンケミカルグループ会社に対する資

金の貸付及び投資

DIC Asia Pacific Pte Ltd シンガポール 273,793
千シンガポールドル

100.0％
アジア・オセアニア地域のグループ会
社に対する資金の貸付、投資及び当社
関連製商品の製造、販売

迪愛生投資有限公司 中国 620,731
千人民元

100.0％ 中国地域のグループ会社に対する資金
の貸付及び投資

DICグラフィックス株式会社 東京都 500
百万円

66.6％ 印刷インキ等の製造、販売

星光PMC株式会社 東京都 2,000
百万円

53.8％ 製紙用薬品及び印刷インキ用・記録材
料用樹脂の製造、販売

合同会社DICインベスト
メンツ・ジャパン 東京都 91

百万円
100.0％ グループ会社に対する資金の貸付及び

投資

株式会社ルネサンス 東京都 2,210
百万円

47.7％ フィットネス事業の企画、運営

（注１）  Sun Chemical Group Coöperatief U.A.には資本金に相当する金額がないため、同社の資本金欄には、資本準備金に相当する金額を表
示しております。

（注２）  出資比率は、間接保有を含んでおります。

（9） 主要な借入先及び借入額

借　入　先 借　入　額
百万円

株式会社三菱東京UFJ銀行 47,712
株式会社みずほ銀行 41,635
株式会社三井住友銀行 26,766
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２．株式に関する事項

（1） 発行可能株式総数 1,500,000,000株

（2） 発行済株式の総数 919,372,048株

（3） 株主数 40,936名

金融商品取引業者
1.3%

自己名義株式
0.4%

金融機関
44.0%

個人・その他
13.8%

その他の法人
17.5%

外国法人等
23.0%

■所有者別分布状況
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（4） 大株主

株　　　主　　　名 持 株 数 持株比率
千株 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 73,151 7.99
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 64,215 7.01
日誠不動産株式会社 53,104 5.80
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 52,019 5.68
大日製罐株式会社 42,561 4.65
第一生命保険株式会社 35,000 3.82
日辰貿易株式会社 31,277 3.41
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 25,907 2.83
ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウント 22,605 2.47
SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT-TREATY CLIENTS 19,782 2.16

（注１）大株主上位10名を記載しております。
（注２）持株比率は自己株式を控除して算出しております。
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３．会社役員に関する事項

（1） 取締役及び監査役の氏名等

地　　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 杉 江 和 男
株式会社ルネサンス　取締役
サッポロホールディングス株式会社　社外監査役

代 表 取 締 役
社長執行役員

中 西 義 之

代 表 取 締 役
専務執行役員

斉 藤 雅 之

社長補佐　財務経理部門担当
Sun Chemical Corp.　Chairman of the Board
Sun Chemical Group Coöperatief U.A.　Chairman of the 
Supervisory Board
合同会社DICインベストメンツ・ジャパン　代表職務執行者

取 締 役
常務執行役員

川 村 喜 久 営業支援部門担当

取 締 役
常務執行役員

小 西 　 明 生産統括本部長

取 締 役
常務執行役員

阿 河 哲 朗 技術統括本部長、製品化推進センター長

取 締 役 河 野 栄 子 三井住友海上火災保険株式会社　社外取締役
※ 取 締 役 鈴 木 登 夫 株式会社日立物流　取締役会長

監査役（常勤） 水 谷 二 郎
監査役（常勤） 間 瀬 嘉 之
監 査 役 富 田 純 司 弁護士

※ 監 査 役 武 智 克 典 弁護士
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（注１）  取締役のうち、河野栄子氏及び鈴木登夫氏は、社外取締役であります。
（注２）  監査役のうち、富田純司氏及び武智克典氏は、社外監査役であります。
（注３）  監査役　間瀬嘉之氏は、税理士の資格を有するとともに、長年当社の経理業務を担当しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
（注４）  社外監査役　武智克典氏は、企業法務における知見に加え、税理士法第51条に基づく通知税理士として税理士業務に従事しており、財

務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
（注５）  社外取締役　河野栄子氏及び鈴木登夫氏並びに社外監査役　武智克典氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定して

おります。
（注６）  ※の取締役及び監査役は、平成25年６月20日開催の第115期定時株主総会において、新たに選任され就任いたしました。
（注７）  平成25年６月20日開催の第115期定時株主総会終結の時をもって、取締役　小野峰雄氏及び監査役　中野憲一氏は退任いたしました。

（ご参考）平成26年１月１日をもって、取締役の担当及び重要な兼職の状況の一部が次のとおり変更になりました。

地　　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況
取 締 役 川 村 喜 久 DICグラフィックス株式会社　取締役会長

（2） 取締役及び監査役の報酬等の額

区　　分 人　　数 報酬等の額
取締役 ９名 219百万円

（うち社外取締役） （３名） （18百万円）
監査役 ５名 58百万円

（うち社外監査役） （３名） （18百万円）
計 14名 277百万円

（注１）上記には、平成25年６月20日開催の第115期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名、監査役１名を含んでおります。
（注２）株主総会の決議による取締役の報酬等の限度額は、賞与等を含め年額700百万円以内であります。
（注３）取締役の報酬等には、第116期定時株主総会終了後に支払う予定の賞与額53百万円を含んでおります。
（注４）株主総会の決議による監査役の報酬限度額は、年額100百万円以内であります。
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（3） 社外役員に関する事項

 1） 重要な兼職先と当社との関係
    　社外取締役　河野栄子氏の重要な兼職先である三井住友海上火災保険株式会社は、当社の損害保

険の一部を引き受けておりますが、当社の同社に対する当期の支払保険料は13百万円であり、両社
にとって僅少な金額であります。また、社外取締役　鈴木登夫氏の重要な兼職先である株式会社日
立物流とは、精密機器の運送委託等の取引関係がありますが、その金額は２百万円であり、両社に
とって僅少な金額であります。

    　その他、社外役員の重要な兼職先と当社との間に特別の関係はありません。

 2） 当期の主な活動状況

地　　位 氏　　名 取締役会
出席状況

監査役会
出席状況 発言状況

取 締 役

河 野 栄 子 12回／13回 －
会社経営に長年携わった豊富な経験
や見識に基づき、議案の審議に必要
な発言を積極的に行っております。

鈴 木 登 夫 ９回／９回 －
会社経営に長年携わった豊富な経験
や見識に基づき、議案の審議に必要
な発言を積極的に行っております。

監 査 役

富 田 純 司 13回／13回 13回／13回
弁護士としての専門的見地から、議
案の審議に必要な発言を積極的に
行っております。

武 智 克 典 ９回／９回 ９回／９回
弁護士としての専門的見地から、議
案の審議に必要な発言を積極的に
行っております。

（注１）社外  取締役　鈴木登夫氏については、平成25年６月20日の就任以降に開催された取締役会のみを対象としております。
（注２）社外  監査役　武智克典氏については、平成25年６月20日の就任以降に開催された取締役会及び監査役会のみを対象としております。
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 3） 責任限定契約の内容の概要
    　当社は、社外取締役及び社外監査役全員とそれぞれ責任限定契約を締結しており、社外取締役及

び社外監査役は、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、その職務を行う
ことにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額
を限度として損害賠償責任を負うものとしております。
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４．会計監査人に関する事項

（1） 名称

　有限責任監査法人トーマツ

（2） 報酬等の額

支払額（百万円）
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 125
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 186

（注１）  当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実
質的にも区分できないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（注２）  当社の重要な海外子会社は、当社の会計監査人以外の者（外国における公認会計士又は監査法人に相当する資格を有する者）の監査（会
社法又は金融商品取引法に相当する外国の法令の規定によるものに限る。）を受けております。

（3） 解任又は不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役会は、監
査役全員の同意によりこれを解任いたします。
　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適正な監査の
遂行が困難であると認められる場合等、取締役は、監査役会の同意を得て、又は監査役会の請求によ
り、会計監査人の解任又は不再任を株主総会に提案いたします。
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５．  取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の
適正を確保するための体制に関する決議の概要

　当社は、取締役会において、上記体制について以下のとおり決議しております。

Ｉ．内部統制に関する基本的な考え方

　当社は、当社及び子会社（以下「当社グループ」という）が「The DIC WAY」に則った経営
を行うにあたり、「業務の有効性及び効率性」、「財務報告の信頼性」、「事業活動に関わる法令等の
遵守」並びに「資産の保全」の４つの目的を達成するために、会社法及び金融商品取引法に基づき、
業務の適正を確保するための体制（以下「内部統制」という）を以下のとおり整備・運用します。

Ⅱ．内部統制整備の内容

　1 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　  1） 取締役会規程や稟議規程を整備し、意思決定に関する権限を明確にします。
　  2） 社外取締役を選任し、経営に対する監視機能の強化を図ります。
　  3） コンプライアンスに関する行動規範を定め、周知徹底を図ります。
　  4）   内部監査部門を設置し、内部統制の整備・運用状況について定期的なモニタリングを実施しま

す。モニタリングで発見された重要な課題、改善状況は、代表取締役に定期的に報告するとと
もに、必要に応じて対応策を検討します。このうち特に重要なものについては取締役会に報告
します。

　  5）   コンプライアンスに関する内部通報制度を制定し、外部弁護士を含めた業務上の情報伝達経路
とは独立した複数のルートからなる内部通報窓口を設け、国内外からの通報に速やかに対応で
きる仕組の整備を進めます。また、通報者が不利益を被らない体制を整備します。

　  6）   反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、その不当要求等に対しては、弁護士や警察等と連携し
て組織的に毅然とした対応をとります。
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　2 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　  1）   取締役の職務が適正かつ効率的に執行される体制を確保するため、組織及び権限に関する規程
を制定します。

　  2）   業務執行の迅速化と責任の明確化を図るために執行役員制度を導入します。取締役会は定款及
び取締役会規程に定められた重要な業務執行を決定するとともに、執行役員の業務執行状況を
監督します。

　  3）   経営方針及び経営戦略に基づき、中期経営計画・年度予算を策定、周知することで当社グルー
プの目標を共有します。これらの進捗状況については取締役会に報告します。

　3 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　  1） 取締役の職務の執行に係る情報は、文書管理に関する規程に基づき保管します。
　  2） 情報管理体制に関する規程を制定し、秘密漏洩の防止体制を整備します。

　4 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　  1）   経営に重大な影響を及ぼすリスクを認識、評価し、「サステナビリティ委員会」において各年
度の当社グループサステナビリティ活動計画を策定します。

　  2）   「事業継続マネジメント（BCM）基本方針」に基づき、事故、災害等における対応や事業継続
の方策などの管理体制を整備します。

　5 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　  1）   子会社ごとに事業遂行及び経営管理の観点から所管部門を定め、また、各子会社に取締役を派
遣することによって各社の業務執行を監督します。

　  2）   子会社における重要案件等、親会社である当社に承認又は報告が必要な事項を明確にします。
　  3） 内部監査部門が子会社の定期的な内部監査を実施します。
　  4）   子会社からの内部通報は、当社の社長、法務担当役員、監査役、外部弁護士等に直接通報でき

るものとします。

29



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

　6 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　  1）   監査役は、取締役会の他、重要な会議に出席するとともに、稟議決裁内容を常時閲覧できます。
　  2）   取締役・執行役員・従業員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実及び「監査役又は

監査役会に報告すべき事項」として監査役会が指定した事項を監査役又は監査役会に報告しま
す。

　  3）   監査役は、代表取締役と定期的に情報、意見の交換を行う他、内部監査部門、会計監査人、子
会社監査役とそれぞれ定期的に連絡会議を開催するなどにより、緊密な連携を図ります。

　  4）   監査役室を設置し、監査役の職務を補助する専属のスタッフを配置します。当該スタッフは、
監査役の指揮命令にのみ服すとともに、その評価は監査役が実施し、その人事異動・懲戒処分
等については、監査役の事前同意を得ます。

■コーポレート・ガバナンス体制図
株主総会

取締役会
役員指名委員会
役員報酬委員会

内部統制部
内部監査

グループ
会社

サステナビリティ委員会

社長執行役員

執行会議

監査

選任 選任

監査役会

会計監査人
会計監査

営業統括本部、製品本部、生産統括本部、技術統括本部、
R&D本部、本社管理部門、事業所

※  平成26年度から、「CSR委員会」を「サステナビリティ委員会」に、「CSR方針」を「サステナビリティ活動計画」に、それぞれ変更しており
ます。
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連結貸借対照表
（単位：百万円）

科　　目 当　期
（25.12.31）

前期（ご参考）
（25.３.31）

（負  債  の  部）
Ⅰ流動負債 278,227 271,694

支払手形及び買掛金 116,023 109,058
短期借入金 38,324 42,392
１年内返済予定の長期借入金 41,486 45,538
コマーシャル・ペーパー － 7,000
１年内償還予定の社債 5,000 3,000
リース債務 664 685
未払金 37,326 34,869
未払法人税等 7,613 5,770
繰延税金負債 210 195
賞与引当金 3,977 2,955
災害損失引当金 343 420
その他 27,261 19,812

Ⅱ固定負債 264,516 260,566
社債 28,000 33,000
長期借入金 180,262 178,367
リース債務 5,398 5,652
繰延税金負債 2,517 1,781
退職給付引当金 － 29,711
環境対策引当金 1,997 －
退職給付に係る負債 32,830 －
資産除去債務 984 777
その他 12,528 11,278

負債合計 542,743 532,260
（純 資 産 の 部）
Ⅰ株主資本 268,195 247,483

資本金 91,154 91,154
資本剰余金 88,758 88,758
利益剰余金 89,166 68,444
自己株式 △883 △873

Ⅱ評価・換算差額等 △72,977 △110,562
その他有価証券評価差額金 1,945 410
繰延ヘッジ損益 △438 △837
為替換算調整勘定 △40,037 △82,247
退職給付に係る調整累計額 △34,447 △27,888

Ⅲ少数株主持分 23,729 23,810
純資産合計 218,947 160,731
負債純資産合計 761,690 692,991

科　　目 当　期
（25.12.31）

前期（ご参考）
（25.３.31）

（資  産  の  部）
Ⅰ流動資産 390,794 351,857

現金及び預金 15,576 22,654
受取手形及び売掛金 212,821 183,221
商品及び製品 86,402 75,184
仕掛品 8,963 8,045
原材料及び貯蔵品 50,483 45,950
繰延税金資産 10,230 8,456
その他 17,113 17,258
貸倒引当金 △10,794 △8,911

Ⅱ固定資産 370,896 341,134
有形固定資産 233,759 214,043
建物及び構築物 92,001 83,490
機械装置及び運搬具 70,609 59,907
工具、器具及び備品 8,355 7,561
土地 55,027 53,396
建設仮勘定 7,767 9,689

無形固定資産 15,561 14,799
のれん 1,666 1,227
ソフトウエア 10,356 10,285
その他 3,539 3,287

投資その他の資産 121,576 112,292
投資有価証券 41,615 36,663
長期貸付金 211 269
繰延税金資産 38,769 34,931
退職給付に係る資産 15,822 －
その他 27,854 44,678
貸倒引当金 △2,695 △4,249

資産合計 761,690 692,991
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連結損益計算書
（単位：百万円）

科　　目 当　期
（25.４.１〜25.12.31）

前期（ご参考）
（24.４.１〜25.３.31）

Ⅰ売上高 705,647 703,781
Ⅱ売上原価 558,033 560,504

売上総利益 147,614 143,277
Ⅲ販売費及び一般管理費 107,433 104,793

営業利益 40,181 38,484
Ⅳ営業外収益 6,109 7,317

受取利息 1,396 1,511
受取配当金 225 272
持分法による投資利益 1,916 2,348
その他 2,572 3,186

Ⅴ営業外費用 9,167 10,664
支払利息 5,882 7,093
為替差損 625 614
その他 2,660 2,957
経常利益 37,123 35,137

Ⅵ特別利益 11,359 4,006
美術品売却益 10,335 －
固定資産売却益 683 2,079
段階取得に係る差益 341 －
災害損失引当金戻入額 － 1,308
負ののれん発生益 － 619

Ⅶ特別損失 8,366 4,937
固定資産処分損 3,059 2,022
リストラ関連退職損失 2,523 728
環境対策引当金繰入額 1,997 －
減損損失 787 －
貸倒引当金繰入額 － 2,187

税金等調整前当期純利益 40,116 34,206
法人税、住民税及び事業税 10,735 8,873
法人税等調整額 875 4,116
少数株主損益調整前当期純利益 28,506 21,217
少数株主利益 1,735 2,153
当期純利益 26,771 19,064
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株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成25年４月１日　残高 91,154 88,758 68,444 △873 247,483

当期変動額

剰余金の配当 △5,496 △5,496

当期純利益 26,771 26,771

連結範囲の変動 △553 △553

自己株式の取得 △10 △10

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 20,722 △10 20,712

平成25年12月31日　残高 91,154 88,758 89,166 △883 268,195

評価・換算差額等
少数株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額
評価・換算
差額等合計

平成25年４月１日　残高 410 △837 △82,247 △27,888 △110,562 23,810 160,731
当期変動額

剰余金の配当 △5,496
当期純利益 26,771
連結範囲の変動 △553
自己株式の取得 △10

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,535 399 42,210 △6,559 37,585 △81 37,504

当期変動額合計 1,535 399 42,210 △6,559 37,585 △81 58,216
平成25年12月31日　残高 1,945 △438 △40,037 △34,447 △72,977 23,729 218,947

連結株主資本等変動計算書
（単位：百万円）
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貸借対照表
（単位：百万円）

科　　目 当　期
（25.12.31）

前期（ご参考）
（25.３.31）

（負  債  の  部）
Ⅰ流動負債 236,960 223,361

支払手形 1,293 2,674
買掛金 75,056 62,017
短期借入金 120,669 119,064
コマーシャル・ペーパー － 7,000
１年内償還予定の社債 5,000 3,000
未払金 25,013 20,220
未払法人税等 3,753 951
未払消費税等 － 26
未払賞与 － 2,991
賞与引当金 2,397 1,822
役員賞与引当金 51 51
災害損失引当金 343 420
未払費用 1,125 1,022
前受金 128 200
預り金 1,407 1,111
その他 725 792

Ⅱ固定負債 192,009 198,860
社債 28,000 33,000
長期借入金 150,471 153,934
退職給付引当金 6 4
役員退職慰労金引当金 20 20
関係会社事業損失引当金 1,805 1,805
環境対策引当金 1,997 －
資産除去債務 371 369
繰延税金負債 4,040 4,216
その他 5,300 5,510

負債合計 428,969 422,221
（純 資 産 の 部）
Ⅰ株主資本 226,970 216,020

資本金 91,154 91,154
資本剰余金 88,758 88,758

資本準備金 88,753 88,753
その他資本剰余金 5 5

利益剰余金 47,940 36,980
その他利益剰余金

国庫補助金等圧縮積立金 34 35
保険差益圧縮積立金 2 3
特別償却準備金 1 14
収用等圧縮積立金 914 928
買換資産圧縮積立金 6,022 6,250
買換資産圧縮特別勘定積立金 － 1
繰越利益剰余金 40,967 29,749

自己株式 △883 △873
Ⅱ評価・換算差額等 △1,652 △1,692

その他有価証券評価差額金 1,642 255
繰延ヘッジ損益 △3,294 △1,948

純資産合計 225,319 214,328
負債純資産合計 654,288 636,548

科　　目 当　期
（25.12.31）

前期（ご参考）
（25.３.31）

（資  産  の  部）
Ⅰ流動資産 146,368 136,879

現金及び預金 1,152 7,224
受取手形 9,384 5,894
売掛金 52,138 52,376
有価証券 － 424
商品及び製品 18,992 16,020
仕掛品 4,066 3,661
原材料及び貯蔵品 7,976 8,634
前渡金 284 625
前払費用 996 605
繰延税金資産 3,185 2,029
短期貸付金 14,449 14,321
未収金 33,126 24,643
その他 662 464
貸倒引当金 △42 △41

Ⅱ固定資産 507,920 499,670
有形固定資産 93,145 88,207
建物 32,064 31,350
構築物 4,840 4,288
機械及び装置 23,976 18,559
車両運搬具 98 53
工具、器具及び備品 3,340 2,898
土地 28,250 28,227
建設仮勘定 576 2,833

無形固定資産 8,312 7,664
借地権 21 21
工業所有権 133 49
公共施設負担金 75 105
ソフトウエア 7,888 7,323
その他 194 167

投資その他の資産 406,463 403,799
投資有価証券 11,314 9,098
関係会社株式 332,807 333,062
関係会社出資金 18,118 18,303
長期貸付金 11,674 11,381
前払年金費用 15,003 14,414
その他 17,725 17,725
貸倒引当金 △179 △186

資産合計 654,288 636,548
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損益計算書
（単位：百万円）

科　　目 当　期
（25.４.１〜25.12.31）

前期（ご参考）
（24.４.１〜25.３.31）

Ⅰ売上高 198,626 250,353

Ⅱ売上原価 162,278 203,862
売上総利益 36,348 46,491

Ⅲ販売費及び一般管理費 24,161 31,991
営業利益 12,188 14,500

Ⅳ営業外収益 5,465 7,544
受取利息 279 308
受取配当金 3,524 5,471
雑収入 1,662 1,765

Ⅴ営業外費用 4,384 6,616
支払利息 3,433 4,928
雑損失 950 1,688

経常利益 13,269 15,428

Ⅵ特別利益 10,335 3,968
美術品売却益 10,335 －
土地売却益 － 1,769
抱合せ株式消滅差益 － 963
災害損失引当金戻入額 － 1,236

Ⅶ特別損失 3,779 1,112
固定資産処分損 438 1,112
関係会社整理損 1,344 －
環境対策引当金繰入額 1,997 －

税引前当期純利益 19,826 18,283

法人税、住民税及び事業税 4,643 2,388
法人税等調整額 △1,273 2,024

当期純利益 16,456 13,872
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

国庫補助金等
圧縮積立金

保険差益
圧縮積立金

特別償却
準備金

収用等
圧縮積立金

買換資産
圧縮積立金

買換資産圧縮
特別勘定積立金

繰越利益
剰余金

平成25年４月１日　残高 91,154 88,753 5 88,758 35 3 14 928 6,250 1 29,749 36,980 △873 216,020
当期変動額

買換資産圧縮積立金の積立 1 △1 － －
国庫補助金等圧縮積立金の取崩 △2 2 － －
保険差益圧縮積立金の取崩 △0 0 － －
特別償却準備金の取崩 △12 12 － －
収用等圧縮積立金の取崩 △14 14 － －
買換資産圧縮積立金の取崩 △228 228 － －
買換資産圧縮特別勘定積立金の取崩 △1 1 － －
剰余金の配当 △5,496 △5,496 △5,496
当期純利益 16,456 16,456 16,456
自己株式の取得 △10 △10
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － △2 △0 △12 △14 △227 △1 11,218 10,960 △10 10,950
平成25年12月31日　残高 91,154 88,753 5 88,758 34 2 1 914 6,022 － 40,967 47,940 △883 226,970

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算

差額等合計

平成25年４月１日　残高 255 △1,948 △1,692 214,328
当期変動額

買換資産圧縮積立金の積立 －
国庫補助金等圧縮積立金の取崩 －
保険差益圧縮積立金の取崩 －
特別償却準備金の取崩 －
収用等圧縮積立金の取崩 －
買換資産圧縮積立金の取崩 －
買換資産圧縮特別勘定積立金の取崩 －
剰余金の配当 △5,496
当期純利益 16,456
自己株式の取得 △10
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,386 △1,346 41 41

当期変動額合計 1,386 △1,346 41 10,991
平成25年12月31日　残高 1,642 △3,294 △1,652 225,319

株主資本等変動計算書
（単位：百万円）
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独立監査人の監査報告書
平成26年２月25日

ＤＩＣ　株　式　会　社
　　取　締　役　会　御中 
 有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員 公認会計士 板　垣　雄　士 ㊞業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員 公認会計士 大　竹　貴　也 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、DIC株式会社の平成25年４月１日から平成25年12月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
DIC株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

連結計算書類に係る会計監査報告
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独立監査人の監査報告書
平成26年２月25日

ＤＩＣ　株　式　会　社
　　取　締　役　会　御中 
 有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員 公認会計士 板　垣　雄　士 ㊞業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員 公認会計士 大　竹　貴　也 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、DIC株式会社の平成25年４月１日から平成25年
12月31日までの第116期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属
明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属
明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

計算書類に係る会計監査報告
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成25年12月31日までの第116期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け
るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、計画等に従い、取締役、内
部監査部門その他の従業員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び従業員等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け、一部の子会社
において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告
及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る計算書類及びその附属明細書並びに連結計算書類について検討いたしました。

監査役会の監査報告

39



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①  　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②  　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③  　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年２月27日

 ＤＩＣ株式会社　監査役会
監査役（常勤） 水　谷　二　郎 ㊞
監査役（常勤） 間　瀬　嘉　之 ㊞
監 査 役 富　田　純　司 ㊞
監 査 役 武　智　克　典 ㊞

（注）  監査役 富田純司及び監査役 武智克典は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役
であります。

以　上
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第１号議案 剰余金の処分の件
　当社は、安定した経営基盤の確立を目指すとともに、株主の皆様への利益還元をより充実させてい
くことを利益配分に関する基本方針と考えております。
　内部留保資金につきましては、その充実に努めるとともに、企業体質を一層強化することで株主の
皆様の将来的な利益拡大に寄与すべく、より有効に使用してまいります。
　当期の期末配当金につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

❶ 配当財産の種類
  　金銭

❷ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
  　当社普通株式１株につき金３円
  　総額 2,747,925,852円
    　なお、中間配当金として１株につき金３円をお支払いしておりますので、当期の年間の配当金は、
１株につき金６円となります。

❸ 剰余金の配当が効力を生じる日
  　平成26年３月31日
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第２号議案 取締役８名選任の件
　取締役８名全員は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役８名の選任をお
願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

1 杉
す ぎ  え

江　和
か ず  お

男　〔昭和20年10月５日生〕

■ 略歴、地位及び担当
昭和45年 ４月 当社入社
平成13年 ６月 取締役　経営企画部長
平成14年 ６月 常務取締役　経営企画部門担当
平成16年 ６月 専務取締役　経営戦略部門担当
平成18年 ６月 代表取締役　取締役副社長
平成20年 ４月 代表取締役　副社長執行役員
平成21年 ４月 代表取締役　社長執行役員
平成23年 ７月 代表取締役　社長執行役員

印刷インキ事業部門長
平成24年 ４月 取締役会長

（現在に至る）
■ 重要な兼職の状況

株式会社ルネサンス　取締役
サッポロホールディングス株式会社　社外監査役

■ 所有する当社の株式数
252,000株
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候補者番号

2 中
な か  に し

西　義
よ し  ゆ き

之　〔昭和29年11月３日生〕

■ 略歴、地位及び担当
昭和53年 ４月 当社入社
平成20年 ４月 機能性ポリマ事業部長
平成22年 ４月 執行役員　経営戦略部門、川村記念美術館担当
平成23年 ６月 取締役　執行役員

経営戦略部門、DIC川村記念美術館担当
平成24年 ４月 代表取締役　社長執行役員

（現在に至る）
■ 所有する当社の株式数

60,000株

候補者番号

3 斉
さ い  と う

藤　雅
ま さ  ゆ き

之　〔昭和29年11月８日生〕

■ 略歴、地位及び担当
昭和52年 ４月 当社入社
平成19年 ４月 財務部長
平成20年 ４月 執行役員　財務経理部門担当
平成22年 ６月 取締役　執行役員　財務経理部門担当
平成23年 ４月 取締役　常務執行役員　財務経理部門担当
平成24年 ４月 代表取締役　専務執行役員

社長補佐　財務経理部門担当
（現在に至る）

■ 重要な兼職の状況
Sun Chemical Corp.　Chairman of the Board
Sun Chemical Group Coöperatief U.A.　Chairman of the Supervisory Board
合同会社DICインベストメンツ・ジャパン　代表職務執行者

■ 所有する当社の株式数
71,120株
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候補者番号

4 川
か わ む ら

村　喜
よ し ひ さ

久　〔昭和35年11月12日生〕

■ 略歴、地位及び担当
昭和59年 ４月 三井物産株式会社入社
平成 ３年 ４月 当社入社
平成16年 ６月 執行役員　グローバル購買戦略部長
平成19年 ６月 取締役　経営企画部長
平成20年 ４月 取締役　常務執行役員　印刷材料事業部門長
平成23年 ７月 取締役　常務執行役員

ニューグラフィックアーツ事業部門長
平成24年 ４月 取締役　常務執行役員
平成25年 ４月 取締役　常務執行役員　営業支援部門担当
平成26年 １月 取締役

（現在に至る）
■ 重要な兼職の状況

DICグラフィックス株式会社　取締役会長
■ 所有する当社の株式数

852,520株

候補者番号

5 小
こ に し

西　明
あきら

　　〔昭和26年１月17日生〕

■ 略歴、地位及び担当
昭和53年 ４月 当社入社
平成12年 ４月 エポキシ樹脂技術本部長
平成18年 ９月 技術・生産部長
平成21年 ４月 執行役員

技術・生産部、知的財産部、レスポンシブルケア部担当
平成22年 ４月 執行役員　生産統括本部長
平成23年 ４月 常務執行役員　生産統括本部長
平成24年 ６月 取締役　常務執行役員　生産統括本部長

（現在に至る）
■ 所有する当社の株式数

32,000株
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候補者番号

6 阿
あ が わ

河　哲
て つ ろ う

朗　〔昭和28年８月17日生〕

■ 略歴、地位及び担当
昭和54年 ４月 当社入社
平成17年 ４月 樹脂第一技術本部長
平成19年 ４月 工業材料技術統括本部長
平成22年 ４月 執行役員　技術統括本部長
平成24年 ４月 常務執行役員　技術統括本部長
　同 　年 ６月 取締役　常務執行役員　技術統括本部長
平成25年 ４月 取締役　常務執行役員　

技術統括本部長、製品化推進センター長
（現在に至る）

■ 所有する当社の株式数
28,000株

候補者番号

7 鈴
す ず き

木　登
た か お

夫　〔昭和21年１月12日生〕（注２） 
社外取締役
候　補　者 独立役員

■ 略歴、地位及び担当
昭和44年 ４月 株式会社日立製作所入社
平成15年 ６月 同社執行役
平成18年 １月 同社執行役常務
　同　 年 ４月 株式会社日立物流　代表執行役副社長
　同　 年 ６月 同社代表執行役　執行役社長兼取締役
平成25年 ６月 当社取締役

（現在に至る）
　同　 年 ６月 株式会社日立物流　取締役会長

（現在に至る）
■ 重要な兼職の状況

株式会社日立物流　取締役会長
■ 所有する当社の株式数

0株
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候補者番号

8 内
う ち な が

永　ゆか子
こ

　〔昭和21年７月５日生〕　
（注２）
（注３） 

社外取締役
候　補　者 独立役員 新任

■ 略歴、地位及び担当
昭和46年 ７月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社
平成 ７年 ４月 同社取締役
平成12年 ４月 同社常務取締役
平成16年 ４月 同社取締役専務執行役員
平成19年 ４月 同社技術顧問
　同　 年 ６月 株式会社ベネッセコーポレーション　社外取締役
平成20年 ４月 同社取締役副会長

ベルリッツ コーポレーション　代表取締役会長
兼社長兼CEO

平成21年10月 株式会社ベネッセホールディングス　取締役副社長
平成25年 ４月 ベルリッツ コーポレーション　名誉会長

■ 重要な兼職の状況
特定非営利活動法人ジャパン・ウィメンズ・イノベイティブ・ネットワーク　理事長
ソニー株式会社　社外取締役
イオン株式会社　社外取締役
HOYA株式会社　社外取締役

■ 所有する当社の株式数
0株

（注１）各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
（注２）鈴木登夫氏及び内永ゆか子氏は、社外取締役候補者であり、特記事項は、以下のとおりであります。
 　　（1）社外取締役候補者とした理由
 　　  　  　鈴木登夫氏及び内永ゆか子氏は、両氏の略歴に記載のとおり長年にわたり経営に携わられており、経営者としての豊富な経験や見識

を当社の経営に反映させていただくため、社外取締役としての選任をお願いするものであります。
 　　（2）社外取締役に就任してからの年数
 　　  　  　鈴木登夫氏の当社社外取締役の在任期間は、本株主総会終結の時をもって９ヶ月になります。
 　　（3）責任限定契約の内容の概要
 　　  　  　当社は、社外取締役と責任限定契約を締結しており、社外取締役は、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、

その職務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度として損害賠
償責任を負うものとしております。鈴木登夫氏の再任が承認された場合、当社は、同氏との間の責任限定契約を継続する予定でありま
す。また、内永ゆか子氏が選任された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

 　　（4）独立役員の指定
 　　  　  　当社は、鈴木登夫氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定しており、内永ゆか子氏につきましても、独立役員に

指定する予定であります。
（注３）内永ゆか子氏は、新任取締役候補者であります。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
　現在の補欠監査役　立石則文氏の任期は、本株主総会の開始の時までとなっておりますので、社外監
査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の社外監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、補欠監査役の社外監査役就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議により、本
件選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　本議案に関しましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

立
た て い し

石　則
の り ふ み

文　〔昭和28年９月21日生〕 
社外監査役
候　補　者 独立役員 （就任した場合）

■ 略歴
昭和54年 ４月 弁護士登録（東京弁護士会）不二法律事務所入所
昭和56年 ４月 小中・外山・細谷法律事務所入所
昭和60年 ６月 デービス・ポーク・ウォードウェル法律事務所入所
昭和61年 ９月 アンダーソン・毛利法律事務所

（現　アンダーソン・毛利・友常法律事務所）入所
平成 ６年 ９月 東西総合法律事務所設立

同事務所代表パートナー弁護士（現在に至る）
平成13年 ３月 最高裁判所司法研修所教官

■ 重要な兼職の状況
グローバル・ワン不動産投資法人　監督役員
八洲電機株式会社　社外監査役

■ 所有する当社の株式数
0株

（注１）立石則文氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
（注２）立石則文氏は、補欠社外監査役候補者であり、特記事項は、以下のとおりであります。
 　　（1）補欠社外監査役候補者とした理由及び社外監査役として職務を適切に遂行できるものと判断した理由
 　　  　  　弁護士としての専門性と企業法務に関する豊富な経験を有しており、当社の社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断して

おります。
 　　（2）責任限定契約の内容の概要
 　　  　  　立石則文氏が社外監査役に就任した場合、当社は、同氏との間で、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、

その職務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度として損害賠
償責任を負うものとする責任限定契約を締結する予定であります。

 　　（3）独立役員の指定
 　　  　  　立石則文氏が社外監査役に就任した場合、当社は、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定する予定でありま

す。

以　上
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メモ欄
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メモ欄
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メモ欄
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

VOC（揮発性有機化合物）成分ゼロの
環境にやさしい100％植物油型インキを
使用しています。

株主総会会場ご案内図

交　通  ●JR御茶ノ水駅　　聖橋口から徒歩３分 ●東京メトロ千代田線新御茶ノ水駅　　B２出口から徒歩２分
 ●東京メトロ丸ノ内線淡路町駅●都営新宿線小川町駅　　A３又はA５出口から徒歩２分
受付開始  午前９時

 お願い：駐車場のご用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
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ソラシティ方面からの経路

Ｂ２

御茶ノ水
ソラシティ

❶【JR御茶ノ水駅ご利用の方】
　ソラシティの正面入口前の屋
外エスカレーターを下り、ソラ
シティプラザ（B１F）に向かい
ます。
　【東京メトロ新御茶ノ水駅ご利用の方】
　B２出口改札を出て、右方向に
進みます。
❷ソラシティを左手に見ながら
屋外通路を直進します。
❸突き当たりまで直進し、右折
しますと、会場のワテラスタ
ワーとなります。

会　場
当社　本社11階　会議室
東京都千代田区神田淡路町二丁目
101番地　ワテラスタワー
電 話 03（6733）3000（代表）

ワテラスタワー


